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適格認定（学業）について 

給付奨学金の支給期間中は、毎年、年度末に適格認定（学業）を行います。 
下記「廃止」「停止」「警告」の基準に該当しない場合は、「継続」の認定となります。 

 適格認定において「廃止」の認定を受けた場合は、給付奨学生としての身分を失うだけでなく、授業
料減免措置も受けられなくなり、場合によっては支給された給付奨学金の返還を求められることがあり
ます。「停止」の場合も、給付奨学金の振込が止まり、授業料減免措置が受けられなくなります。この様
な事態にならないよう、給付奨学生としての自覚を持ち、より一層勉学に励むよう心掛けてください。 
 
適格認定（学業）の基準 

廃止 

以下のいずれか 1 つでも該当する場合、「廃止」（打ち切り）となります。 
（1）修業年限で卒業できないこと（卒業延期・留年）が確定した場合 
（2）修得単位数の合計数が標準単位数※1 の 5 割以下の場合 
（3）出席率が 5 割以下など、学修意欲が著しく低いと大学が判断した場合 
（4）連続して「警告」に該当した場合 

※２回目の警告事由が「GPA※2 が所属する学科・類の下位 1/4 に属する場合」である
場合、「廃止」ではなく「停止」となります。 

（※1）標準単位数＝（卒業要件単位数）÷4×（在学年数） 
    1 年次生：31 単位 2 年次生：62 単位 3 年次生：93 単位 
（※2）GPA は、単年度の学業成績により算出し、判定する。 
■給付型奨学金の返還が求められる場合 
 ・大学から懲戒処分（退学、除籍、無期停学又は 3 ヶ月以上の停学）を受けた場合 
 ・学業不振※3 に斟酌すべきやむを得ない事由※4 がない場合 
（※3）「学業不振」とは、次のいずれかに該当する場合をいう。 
   ・修得単位数の合計（累積）が標準単位数の 1 割以下である場合 
   ・出席率が 1 割以下など、学修意欲があるとは認められない場合 
（※4）「斟酌すべきやむを得ない事由」とは、本人及び家族の病気等の療養・介護や 
   災害や事故・事件の被害者となったことによる傷病等、学業不振について 

学生本人に帰責性がない場合をいう。学生本人のアルバイト過多については、 
それが学費・生活費のためであったとしても「やむを得ない事由」には該当しない。 

停止 

連続して「警告」に該当し、２回目の警告事由が「GPA が所属する学科・類の下位 1/4 に
属する場合」である場合、「停止」となります。 
「停止」認定後、次の適格認定が「継続」となった場合、振込および授業料減免措置が再開
しますが、「継続」認定とならなかった場合は「廃止」（打ち切り）となります。 

警告 

以下のいずれか 1 つでも該当する場合、「警告」となります。 
（1）修得単位数の合計数が標準単位数の 6 割以下の場合 
（2）GPA が所属する学科・類の下位 1/4 に属する場合 
（3）出席率 8 割以下など、学修意欲が低いと大学が判断した場合 
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適格認定（家計）について 

給付奨学金の支給期間中は、毎年、奨学生本人及び生計維持者の経済状況に応じた支援区分の見直し
を行い、10 月以降の 1 年間（家計急変事由が適用されている場合は、3 か月ごと）の支援区分が決定さ
れます。 

見直しの結果、支援区分に変更があった場合、10 月以降の 1 年間の支給月額が変更されます。また、
給付奨学金と併せて第一種奨学金を受けている場合は、支給月額の変更に伴い、第一種奨学金の貸与月
額も変更される場合があります。 

見直しの結果、いずれの支援区分にも該当しない場合は、支援対象外となり、10 月以降の 1 年間の給
付奨学金の支給が止まります。次年度の支援区分見直しの際に再度いずれかの支援区分に該当した場合、
給付奨学金の支給が再開されます。 

この見直しは、毎年 4 月に行う在籍報告（採用年度においては、予約採用者は進学届、在学採用者は
スカラネット）で報告された生計維持者及び奨学生本人の経済状況（マイナンバーにより取得した所得
等情報・申告された資産額）に基づき行われます。 

なお、適格認定（家計）の結果は、スカラネット・パーソナルで 10 月以降に確認することができます。
ログイン後、「詳細情報」のタブから新制度の給付奨学生番号を選んだ後、「支援区分適用履歴」で確認
してください。 

 
適格認定（家計）の基準 

支援区分 収入基準 

第Ⅰ区分 給付奨学生と生計維持者の市区町村民税が非課税であること（※） 

第Ⅱ区分 
給付奨学生と生計維持者の支給額算定基準額（※）の合計が 
100 円以上 25,600 円未満であること 

第Ⅲ区分 
給付奨学生と生計維持者の支給額算定基準額の合計が 
25,600 円以上 51,300 円未満であること 

第Ⅳ区分 
給付奨学生と生計維持者の支給額算定基準額の合計が 
51,300 円以上 154,500 円未満であること 

※詳細は「給付奨学生のしおり」で確認してください 
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